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Ⅱ 令和 7年度業務概況 

１．資金の種類と内容 

 当公庫は、本土における株式会社日本政策金融公庫（旧国民生活金融公庫、旧中小企業金融公

庫、旧農林漁業金融公庫）、独立行政法人住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）及び独立行政法

人福祉医療機構（福祉貸付を除く）の 3機関に相当する業務等を一元的に取り扱っており、資金

の種類と内容は以下のとおりである。 

 産業開発資金は、沖縄における産業の振興開発に寄与する事業に係る設備の取得、改良若しく

は補修又は産業の振興開発に寄与する事業の用に供する土地の造成に必要な長期資金の貸付け等

を行うものである。 

 平成 20年 10月 1日以降、旧日本政策投資銀行並びの資金が廃止され、沖縄の置かれた特殊な

諸事情に鑑み特に存続させる必要があるものとして、基本資金のほか、電気、ガス、海運、航空、

沖縄観光リゾート産業振興、国際物流拠点産業集積地域等特定地域振興、沖縄情報通信産業支援、

沖縄自立型経済発展、駐留軍用地跡地開発促進といった独自制度が設けられている。 

 中小企業等資金のうち中小企業資金は、株式会社日本政策金融公庫（中小企業者向け業務）相

当の業務として、沖縄において事業を行う中小企業者に対して、当該事業の振興に必要な長期資

金の貸付け等を特定資金によって行うものである。 

地域における産業振興のほか、景気変動や経済環境の変化等の影響を緩和するセーフティネッ

ト等の見地から日本公庫と同様、貸付金額の限度、貸付期間及び貸付利率に様々な特例が設けら

れている。また、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄創業者等支援貸付、沖縄特産品振興

貸付、沖縄離島・北部地域振興貸付等の独自制度が設けられている。 

 中小企業等資金のうち生業・教育・恩給担保資金は、株式会社日本政策金融公庫（国民一般向

け業務）相当の業務として、沖縄に住所を有する者で、沖縄において事業を営む者に対する小口

の事業資金の貸付け（生業資金）並びに沖縄に住所を有する者に対する小口の教育資金の貸付け

（教育資金）及び恩給等を担保として小口資金の貸付け（恩給担保資金）を行うもので、生業資

金については基本資金のほか特定資金の貸付けを行っている。 

 特定資金については、沖縄の小企業者育成の見地から日本公庫と同様、セーフティネット貸付、

小規模事業者経営改善資金貸付等があり、貸付金額の限度、貸付期間及び貸付利率に様々な特例

が設けられている。また、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄創業者等支援貸付、沖縄特
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産品振興貸付、沖縄離島・北部地域振興貸付等の独自制度が設けられている。 

 住宅資金は、独立行政法人住宅金融支援機構相当の業務として、住宅の建設などに必要な資金

の貸付けを行うもので、個人住宅資金、賃貸住宅資金、合理的土地利用耐火建築物等資金、住宅

改良資金、災害復興住宅等資金を扱っている。 

 また、財産形成貯蓄を行っている者に対する貸付けとして、財形住宅資金の貸付けを行ってい

る。 

 農林漁業資金は、株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）相当の業務として、農

林漁業者及び食品の製造、加工又は流通の事業を営む者等に対して、設備投資や運転資金で、主

に食料の安定供給又は農林漁業の持続的かつ健全な発展に資する長期かつ低利又は無利子の資金

の貸付けを行うものである。沖縄独自の資金には、沖縄農林漁業経営改善資金、製糖企業等資金、

水産加工施設資金、おきなわブランド振興資金、沖縄農林漁業台風災害支援資金のほか、公庫設

立時に旧琉球政府から承継した本土産米穀資金特別会計に属する資金を財源とした沖縄農林畜水

産物等起業化支援資金がある。 

また、農業基盤整備資金等の一部の資金で沖縄特別金利が設けられている。 

 医療資金は、独立行政法人福祉医療機構の医療貸付相当の業務として、病院、診療所、介護老

人保健施設、医療従事者養成施設等を開設する者等に対して、当該施設の設置、整備又は運営に

必要な資金の貸付けを行うものである。沖縄独自の制度として、沖縄の離島・過疎地域における

病院、診療所、介護老人保健施設等の新築及び増改築にかかる貸付限度の特例が設けられている。 

 生活衛生資金は、株式会社日本政策金融公庫（国民一般向け業務）の生活衛生貸付相当の業務

として、飲食店、理容・美容業、ホテル・旅館業、クリーニング業等を営む生活衛生関係営業者

などに対し、当該営業を営むために必要な資金の貸付けを行うものである。沖縄における生活衛

生関係営業者の経営基盤の強化及び衛生水準向上の見地から、日本公庫と同様、生活衛生関係営

業セーフティネット貸付、生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付等があり、貸付金額の限度、

貸付期間及び貸付利率などに様々な特例が設けられている。 

7



２．貸付け等の概況 

 令和 7 年度の事業計画は、当初予算で貸付 1,790 億円、出資 37 億円の合計 1,827 億円と決定

された。これは前年度と比べて 260億円、12.5％の減少であった。 

 この計画に対する貸付事業実績は、前年度比 17.5％増の 1,026 億 8,069 万円となった。また、

出資については、企業等に対する出資実績はなく、新事業創出促進出資の実績は 1億 5,051 万円

となった。合計では、前年度比 17.4％増の 1,028億 3,119 万円となった。 

 産業開発資金は、電気・ガス・熱供給・水道業等の資金需要の増加により、対前年度比

12.2％増の 425億 3,301万円となった。中小企業等資金は、卸売業・小売業や宿泊業・飲食サー

ビス業等の資金需要の増加により、対前年度比 16.8％増の 506 億 4,926 万円となった。住宅資

金は、住宅改良資金等の増加により、対前年度比 43.5％増の 32 億 440 万円となった。農林漁業

資金は、製糖企業向けの資金需要の減少等により、対前年度比 19.8％減の 21 億 7,562 万円と

なった。医療資金は、物価高騰の影響を受けた医療関係施設等向けの長期運転資金等の増加によ

り、対前年度比 27,920.0％増の 28 億 200 万円となった。生活衛生資金は、生活関連サービス・

娯楽業向けの資金需要の増加等により、対前年度比 12.3％増の 13億 1,640 万円となった。 

 令和 7 年度の資金交付計画は、前年度からの繰越交付額を含め、当初予算で貸付 1,708 億 

3,600 万円、出資 38 億円の合計 1,746 億 3,600 万円と決定された。 

この計画に対する資金交付実績は、貸付 1,020 億 9,535 万円、出資 3 億 5,051 万円の合 

計 1,024 億 4,585 万円となり、前年度に比べ 283 億 2,887 万円、38.2％の増加となった。 

これらの結果、当公庫の令和 8年 3月末現在の貸付残高は 9,640億 8,432万円となり、前年度

に比べ 186 億 839 万円、1.9％の減少となった。なお、企業等に対する出資の残高は 54 億 9,939

万円、新事業創出促進出資の残高は 22億 9,280万円となった。 

また、県内の金融機関（国内銀行、信用金庫の県内店舗。6 行庫ベース）の総貸付残高に占め

る当公庫の貸付比率（シェア）は、令和 8年 3月末現在で 16.4％となった。 
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 - - -  - - - - -

    - - -     - - - - -

    - - -  - - - - -

13 37,899,000 100.0 12 42,533,010 100.0 12.2

10



29 251,800 0.6 23 258,000 0.5 2.5

    -           - -     - - - - -

8,446,100 19.5 423 14.6 3.9

138 3,930,900 9.1 10.0 23.9 28.9

3 235,000 0.5     -           - -

53 1,296,200 2.6 45.3

1,550,800 3.6 93 2,242,600 4.4 63.2 44.6

8,828,500 20.4 393 11,538,600 22.8 13.3

2 32,400 0.1 5 15,100 0.0 150.0

160 6,806,300 15.5 8.8 15.6

123 2,135,100 4.9 142 2.9 15.4

245 3,506,200 8.1 288 5,616,300 11.1 60.2

236 2,006,900 4.6 289 5.3 22.5 33.2

43 193,200 0.4 45 0.4

222 4.1 2,015,200 4.0 14.6

    -           - -     - - - - -

89 3.1 20.2 32.6

    -           - -     - - - - -

2,154 41,621,200 96.0 49,234,150 18.3

2 4,000 0.0 2 0.0 0.0

1,543 4.0 1,411,340 2.8

3,699 100.0 3,696 50,649,260 100.0 16.8
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- - - - - - - -

78 1,539,100 68.9 109 1,803,000 56.3 39.7 17.1

- - - - - - - -

24 693,800 31.1 36 1,401,400 43.7 50.0 102.0

- - - - - - - -

- - - - - - - -

102 2,232,900 100.0 145 3,204,400 100.0 42.2 43.5

12



91 955,348 35.2 122 1,308,915 60.2 34.1 37.0

1 12,400 0.5 1 10,300 0.5 0.0

19 133,300 4.9 11 120,300 5.5

12 1,612,900 59.4 7 736,100 33.8

123 2,713,948 100.0 141 2,175,615 100.0 14.6
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    -           - - 10 2,432,000 86.8 - -

- - - - - - - -

    -           - -     4     350,000 12.5 - -

1 10,000 100.0 1 12,000 0.4 0.0 20.0

- - - 1 8,000 0.3 - -

- - - - - - - -

1 10,000 100.0 16 2,802,000 100.0 1,500.0 27,920.0
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176 862,800 73.6 156 813,700 61.8

- - -     - - - - -

9 67,700 5.8 6 3.7

192,300 39 228,100 17.3 18.6

2 27,000 2.3     -           - -

2 13,200 1.1     -           - -

9,700 0.8 9 225,600 17.1 125.0 2,225.8

227 1,172,700 100.0 210 100.0 12.3
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３. 資金供給業務としての出資の概況

（1）企業等に対する出資 

① 制度の目的

出資制度は、沖縄の産業開発を一層促進するため、適切な資本誘導を図り、沖縄の自立的

発展に資することを目的に昭和 53年度に創設された。 

② 根拠法

沖縄振興開発金融公庫法第 19 条第 1項第 1号の 2

③ 出資の基準及び出資の相手方

i 出資の基準 

次の条件に該当するときに限り、出資を行うことができる。 

イ 沖縄における産業の振興開発に寄与する事業であって、沖縄の産業の振興開発上特に

必要なものであること。 

ロ 一般の金融又は出資を受けることが困難なものであること。

ハ 本公庫の出資によって民間投資の導入が促進されると認められること。

ii 出資の相手方 

 沖縄において産業の振興開発に寄与する事業を営む者（沖縄において当該事業を営む目

的をもって設立中の会社を含む。）又は沖縄において営まれる産業の振興開発に寄与する

事業に必要な長期資金の供給を行う者（銀行その他の金融機関を除く｡）であって、かつ、

沖縄における産業の振興開発に寄与する事業に必要な資本の額の 5割以内の額とする。 

④ 令和 7年度出資の状況

令和 7年度の出資計画は、30 億円であった。

この計画に対して、出資実行はなかった。

（2）新事業創出促進出資 

① 制度の趣旨

新事業創出促進出資制度は、沖縄における新たな事業の創出を促進することを目的に平成

14年度に創設された。 

② 根拠法

沖縄振興特別措置法第 68条

③ 出資の基準及び出資の相手方

i 出資の基準 

次の条件に該当するときに限り、出資を行うことができる。 

イ 沖縄における新たな事業の創出を促進するものであって、沖縄の産業の振興に寄与す

るものであること。 
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ロ 当該出資に係る事業からの配当の支払を可能とする利益の発生が見込まれること。

ii 出資の相手方 

沖縄において新たな事業を行う者及び新たな事業分野の開拓を行う者とする。 

④ 令和 7年度新事業創出促進出資の状況

令和 7年度の新事業創出促進出資計画は、7億円であった。 

この計画に対して、2件 1億 51百万円（計画比 21.5％）の出資実行があった。 
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１．沖縄振興開発金融公庫機構図

令和8年3月31日現在

北 部 支 店

事 業 者 支 援 推 進 室

業 務 課

業 務 企 画 課

業 務 統 括 部

コンプライアンス・法務総括室

金 融 経 済 調 査 課
調 査 部

事 業 管 理 部 業 務 第 二 班

経 営 支 援 班

情 報 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 統 括室

信用ﾘｽｸ管理統括室

業 務 第 二 課

総 務 課
八 重 山 支 店

総 務 課

中 部 支 店 業 務 第 一 課

総 務 課
宮 古 支 店

業 務 課

業 務 課

総 務 課

住 宅 融 資 班

監 事 融 資 第 三 部 農 林 漁 業 融 資 班

委 託 業 務 班

業 務 第 一 班

理

事

長

副

理

事

長

理

事

本

店

中小企業融資第一班

融 資 第 二 部 中小企業融資第二班

生 衛 ・ 創 業 融 資 班

融資相談・教育恩給担当室

融 資 第 一 部 地 域 振 興 班

地 域 連 携 情 報 室

資 金 課

監 査 室

秘 書 役

審 査 役

庶 務 課
庶 務 部

産 業 振 興 出 資 室

会 計 課

Ⅵ　組　 織　 概　 要

東

京

本

部

総 務 課

総 務 部

企 画 調 整 課

経 理 課
経 理 部

産 業 開 発 融 資 班
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２．役員の状況 

 役員は、理事長、副理事長、理事及び監事（非常勤）である。理事長及び監事は主務大臣が任命

し、副理事長及び理事は、主務大臣の認可を受けて理事長が任命している。 

令和 8年 3月 31日現在の役員は次のとおりである。 

職 名 氏    名 任期 経 歴 

理 事 長 新垣 尚之 ４年 昭61年 3月 琉球大学卒 

平31年 4月 沖縄振興開発金融公庫庶務部長 

令 2年 4月 沖縄振興開発金融公庫総務部長 

4年 4月 沖縄振興開発金融公庫融資第一部長 

5年 4月 沖縄振興開発金融公庫理事 

6年 7月 沖縄振興開発金融公庫理事長就任 

副理事長 田村 公一 ４年 平 5年 3月 東京大学卒 

26年 7月 財務省理財局財政投融資総括課財政投融資企画官 

28年 6月 国税庁課税部酒税課長 

30年 7月 内閣府沖縄振興局総務課長 

令 2年 8月 財務省大臣官房地方課長 

 3年 7月 財務省大臣官房会計課長 

10月 国税庁長官官房審議官（酒税等担当） 

 4年 6月 国土交通省大臣官房審議官（北海道局担当） 

兼内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付） 

兼内閣官房アイヌ総合政策室次長 

兼内閣府大臣官房アイヌ政策推進室次長 

 6年 7月 国土交通省大臣官房審議官（北海道局、不動産・

建設経済局担当） 

7年 6月 沖縄振興開発金融公庫副理事長就任 

理 事 出口 恭子 ２年 平 5年 3月 東京大学卒 

25年 8月 内閣府大臣官房参事官(総務課担当) 

26年 7月 内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官

（国際経済担当） 

28年 6月 同 男女共同参画局調査課長 

29年10月 公益財団法人連合総合生活開発研究所主任研究 

員（出向） 

令元年 7月 内閣府経済社会総合研究所景気統計部長 

2年 8月 公益社団法人日本経済研究センター研究本部主 

任研究員（出向） 

3年 6月 政策研究大学院大学博士課程修了 

4年 6月 内閣府経済社会総合研究所上席主任研究官 

7年 7月 沖縄振興開発金融公庫理事就任 

外間 聡 ２年 平元年 3月 琉球大学卒 

令 2年 4月 沖縄振興開発金融公庫審査役 

兼信用リスク管理統括室長 

4年 4月 沖縄振興開発金融公庫総務部長 

6年 4月 沖縄振興開発金融公庫理事就任 

儀間 秀樹 ２年 昭61年 3月 琉球大学卒 

令 4年 4月 沖縄県企画部長 
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令 5年 4月 沖縄県保健医療部参事監 

（公益財団法人沖縄県保健医療福祉事業団 

専務理事兼事務局長） 

6年10月 沖縄振興開発金融公庫理事就任 

監 事 

(非常勤) 

川住 昌光 ２年 昭60年 3月 早稲田大学卒 

60年 4月 日本開発銀行入行 

平20年12月 DBJ Singapore Limited CEO（出向） 

  23年 5月 株式会社日本政策投資銀行 企業金融第５部担 

当部長 

  24年 6月 同 中国支店長 

26年 4月 同 地域企画部長 

27年 6月 同 産業調査部長 

28年 6月 西日本高速道路株式会社 監査役 

令 4年 6月 一般財団法人地域活性化センター 常務理事 

7年 4月 沖縄振興開発金融公庫監事 

 7年 7月 一般財団法人日本経済研究所 専務理事 

３．役職員数の状況 

令和 7年度における予算によって定められた役職員の定員は次のとおりである。 

年 度 役 員 職 員 計 

７ ５人 ２２０人 ２２５人 

 （参考） 

６ 

５ 

４ 

５ 

５ 

５ 

２２２ 

２２０ 

２１８ 

２２７ 

２２５ 

２２３ 
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４．沿  革 

 沖縄振興開発金融公庫は、復帰後の沖縄の経済社会の振興開発を強力に促進するため、本土にお

ける６公庫等の業務を一元的、総合的に行う機関として、昭和４７年５月１５日に設立された。設

立に際しては、米国民政府により設立された琉球開発金融公社、琉球政府により設立された大衆金

融公庫並びに琉球政府の産業開発資金融通特別会計他４つの特別会計の業務、資産、職員等を引き

継いでいる。 

この間の主要な業務内容及び組織機構の変遷等は次のとおりである。 

昭和 

47年 5月 沖縄公庫設立 

47年 6月 中小・零細企業特別融資開始 

49年 4月 那覇支店を本店に統合等の機構改革実施 

49年12月 本店事務所、那覇市久茂地へ移転 

50年 6月 財形住宅資金創設 

50年 7月 環境衛生資金に従業員独立開業資金創設 

52年 6月 赤瓦住宅融資制度創設 

53年 4月 出資及び債務保証業務追加 

53年 5月 交通方法変更に伴う特別融資制度創設 

53年 6月 進学資金融資制度創設 

57年10月 住宅資金に段階金利制度創設 

57年11月 研修会館「鐘秀館」竣工 

57年11月 中古戸建住宅購入資金創設 

59年 5月 北部支店新店舗落成 

60年 4月 システム開発事務局発足 

61年 4月 沖縄観光レクリエーション拠点整備資金創設 

61年 7月 個人住宅資金テレフォンサービス開始 

62年 5月 融資相談室発足 

62年12月 沖縄自由貿易地域振興資金創設 

62年 9月 ＮＴＴ無利子貸付制度創設 

63年 4月 プロジェクト推進室発足 

平成 

 2年 3月 中部支店新店舗落成 

 2年 6月 産業開発資金に立ち上がり支援資金等を創設 

 3年 4月 進学資金を教育資金に改正 

 6年 3月 宮古支店新店舗落成 

 6年 6月 プロジェクト推進課発足 

 6年11月 年金福祉事業団へ年金教育貸付の業務委託

を開始 

 7年 4月 自由貿易地域等特定地域振興資金創設 

 8年 6月 沖縄特産品振興資金創設 

 9年 1月 代理店の業務範囲拡大（中小企業等の特定資金） 

 9年 4月 代理店の業務範囲拡大（恩給担保資金） 

 9年 4月 新規事業支援室発足 

 9年 4月 沖縄農林畜水産物等起業化支援資金創設 

 9年12月 産発・中小・生業資金に金融環境変化対応貸

付創設 

10年10月 ホームページ開設 

10年12月 産業開発資金に長期運転資金創設 

10年12月 沖縄創業者等支援緊急特別資金創設 

11年 4月 沖縄離島地域経済活性化資金創設 

12年 4月 本店新店舗落成 

12年 6月 住宅宅地債券(マンション修繕コース)制度創設 

13年 4月 沖縄情報通信産業支援資金創設 

13年 4月 おきなわブランド振興資金創設 

13年10月 沖縄観光関連業者緊急特別資金創設 

14年 4月 新事業創出促進出資業務追加 

14年 4月 融資第一、二、三部及び債権管理部に班制導

入、新事業育成出資室及び信用リスク管理統

括室発足 

14年10月 沖縄公庫債券（財政機関債）100億円発行 

15年 4月 赤土等流出防止低利（ちゅら海低利）制度創設 

16年 4月 コンプライアンス総括室発足 

17年 4月 沖縄離島振興貸付、沖縄特産品振興貸付「泡

盛特例」、沖縄中小企業経営基盤整備貸付を

創設 

17年 5月 理事長・副理事長が在任地を変更 

18年 4月 機構改革実施（「審査役」、「創業支援班」

及び「生業融資・契約班」が発足） 

19年 4月 機構改革実施（「債権管理部」を「事業管理

部」に改称、融資第一部出資・経営支援班を

事業管理部経営支援班に移管改称、地域プロ

ジェクト振興班発足） 

19年 4月 八重山支店新店舗落成 

19年 9月 東京本部事務所移転 

20年 4月 機構改革実施（情報システム統括室発足） 

20年 4月 沖縄自立型社会資本整備貸付を創設 

21年 4月 沖縄経済自立支援貸付創設 

21年 5月 理事長・副理事長が在任地を変更 

22年 4月 教育資金に母子家庭・離島利率特例制度を創設 

24年 4月 沖縄雇用・経営基盤強化資金創設 

24年 4月 沖縄人材育成資金創設 

24年 7月 理事長・副理事長が在任地を変更 

25年 5月 駐留軍用地跡地開発促進貸付制度創設 

25年 6月 中小企業等資金を中心とした本店融資部門 

の再編を実施 

26年 4月 産投出資規模拡充（リーディング産業支援） 

27年 4月 コンプライアンス総括室を総務部から企画 

調査部に移管 

27年 4月 沖縄観光リゾート産業振興貸付制度創設 

28年 2月 沖縄地方創生雇用促進貸付利率特例制度創設 

28年 4月 沖縄ひとり親雇用等促進貸付利率特例制度 

創設 

28年 4月 沖縄農林漁業台風災害支援貸付制度創設 

29年 4月  融資第二部に「ひとり親支援担当」を配置 

30年 4月 沖縄人材育成促進貸付利率特例制度を創設 

30年 5月 中部支店新店舗落成  

31年 4月 沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率 

特例制度を創設 
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31年 4月 「調査部」を新設し、企画調査部調査課を

調査部金融経済調査課に移管改称、地域連

携情報室発足 

「企画調査部」を「業務統括部」に改称 

令和 

元年 6月 「くるみんマーク」取得 

 2年 3月 新型コロナウイルス感染症特別貸付制度 

を創設 

 2年 4月 沖縄生産性向上促進貸付制度を創設 

2年 8月 新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援 

資本強化特別貸付制度を創設 

 3年 4月 産業開発資金資本性劣後ローン特例制度 

を創設 

 3年11月 本・支店に「事業承継担当者」を配置 

3年12月 第30回沖縄公庫債券(サステナビリティボ 

ンド)100億円発行

4年 3月  沖縄振興開発金融公庫法改正 

 4年 4月 出資部門再編により融資第一部産業振興

出資室発足 

産業開発資金カーボンニュートラル推進

投資利率特例制度を創設 

沖縄振興特別措置法の改正に伴い新事業 

創出促進出資の出資対象を拡充 

4年 5月 農水省共通サービスe-MAFFによるオンラ 

イン申請開始

4年10月 業務用スマートフォンの導入 

4年12月  住宅資金省エネリフォームローンの取扱 

開始 

 5年 3月 マイページ「沖縄公庫コネクト」を開設 

 5年 4月 事業者支援推進室発足 

新事業創出促進出資制度拡充(出資方法に 

「新株予約権の取得」を追加) 

5年10月 教育資金インターネット申込サービスの 

提供を開始 

 6年 2月  事業承継マッチングサービス「事業承継 

コネクト」を開始

 6年 4月 「検査役」を「監査室」に改称 

沖縄社会課題対応企業等支援貸付制度を 

創設 

沖縄人材活躍推進貸付利率特例制度を 

創設 

7年 4月 「コンプライアンス総括室」を「コンプラ 

イアンス・法務総括室」に改称
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098(941)1700 

03(3581)3241 

098(989)6511 

0980(52)2338 

0980(72)2446 

0980(82)2701 

2 1 098(866)1212 

098(867)2141 

098(867)2111 

098(861)0118 

098(831)5555 

098(860)2610 

098(861)1511 

098(933)1139 

03(3213)7101 
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(1)

8 3 31 18 5,499

20 13
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19 19 19

 53 .9 .29 H 8 .3 .29 H 27 .3 .26 55 .3 .26  58 .7 .1 

19 19 19

 3 .5 .16 H21.3.25 H22.3.26 H23.3.25 H24.3.26 H24.12.20 22. 3. 25

19 19 19

 27 .3 .30  28 .3 .25  28 .9 .27 

18

20 13
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19 19 19

 28 .10 .28  29 .3 .24  29 .9 .27 

OLtV Opportunity Fund

OIST

19 1

5.8.4 6.7.5 7.7.16 8.3.23
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6 36,480,000 8 38,233,010 12  42,533,010 45,715,010 

180  32,901,000 275  31,893,000 266  29,311,200 28,254,900 

2,089  25,714,030 2,163  19,990,150 2,161  19,922,950 18,815,510 

1,305  1,443,450  1,235  1,373,970  1,267  1,411,340  1,411,340  

2 3,770  2 3,770  2 3,770  3,770  

215  1,922,200  208  1,327,800  210  1,316,400  1,316,400  

17  3,524,000  18  3,512,000  16  2,802,000  2,517,000  

118  2,385,945  146  2,209,015  141  2,175,615  2,303,415  

-  -  -  -  -  -  -  

46  4,755,000  46  3,433,200  46  3,204,400  1,758,000  

- -  - -  - -  -  

3,978 109,129,395  4,101 101,975,915  4,121 102,680,685  102,095,345  

7 4 1
8 3 31
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6 36,480,000  8 38,233,010  12  42,533,010  45,715,010  

180  32,901,000  275  31,893,000  266  29,311,200  28,254,900  

2,089  25,714,030  2,163  19,990,150  2,161  19,922,950  18,815,510  

1,305  1,443,450  1,235  1,373,970  1,267  1,411,340  1,411,340  

2 3,770  2 3,770  2 3,770  3,770 

215  1,922,200  208  1,327,800  210  1,316,400  1,316,400  

17  3,524,000  18  3,512,000  16  2,802,000  2,517,000  

104  2,351,415  133  2,177,915  128  2,144,515  2,272,315  

-  -  -  -  -  -  -  

46  4,755,000  46  3,433,200  46  3,204,400  1,758,000  

-  -  -  -  -  -  -  

3,964 109,094,865  4,088 101,944,815  4,108 102,649,585  102,064,245  
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-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

14  34,530  13  31,100  13  31,100  31,100  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

-  -  -  -  -  -  -  

14  34,530  13  31,100  13  31,100  31,100  

43



(1) (2,144,340) (2,000) (1) (2,142,340)

297      392,513,907     12 42,533,010       29        44,448,906       280 390,598,010     

2,218    201,322,544     266       29,311,200       234      27,654,068       2,250    202,979,677     

24,444  220,970,637     2,161    19,922,950       2,274    30,633,470       24,331  210,260,117     

20,719  15,575,383       1,267    1,411,340 1,628    2,158,808 20,358  14,827,915       

54        21,133 2 3,770 42        18,455 14        6,448 

2,212    14,601,973       210       1,316,400 186      2,002,661 2,236    13,915,712       

269      39,059,671       16 2,802,000 19        2,294,115 266 39,567,556       

2,152    29,672,299       141       2,175,615 153      3,266,641 2,140    28,581,273       

15        101,870 -          - 1         8,626 14        93,244 

6,298    65,779,283       38 1,758,000 514      6,948,435 5,822    60,588,848       

550      3,074,016 -  -  40        408,491 510 2,665,524 

(1) (2,144,340) (2,000) (1) (2,142,340)

59,228  982,692,716 4,113    101,234,285     5,120    119,842,677     58,221  964,084,324

7 4 1
8 3 31
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77,000 100,000 76,000 70,000 60,985 39,990 37,899 42,533 79.2 40.0 49.9 60.8

171,000 100,000 100,000 87,000 62,363 38,434 43,373 50,649 36.5 38.4 43.4 58.2

11,000 7,500 7,000 4,000 2,235 1,562 1,173 1,316 20.3 20.8 16.8 32.9

18,000 8,500 9,000 5,000 8,121 3,400 10 2,802 45.1 40.0 0.1 56.0

11,000 8,500 8,000 8,000 2,690 2,011 2,714 2,176 24.5 23.7 33.9 27.2

5,000 5,000 5,000 5,000 1,181 769 2,233 3,204 23.6 15.4 44.7 64.1

293,000 229,500 205,000 179,000 137,575 86,166 87,402 102,681 47.0 37.5 42.6 57.4

1,400 3,000 3,000 3,000 - 500 - - - 16.7 - -

700 700 700 700 277 140 202 151 39.6 20.1 28.9 21.5

295,100 233,200 208,700 182,700 137,852 86,806 87,604 102,831 46.7 37.2 42.0 56.3

77,993 106,529 98,651 63,958 42,772 25,339 27,574 45,715 54.8 23.8 28.0 71.5

170,968 102,983 94,301 84,686 60,918 39,421 41,761 48,486 35.6 38.3 44.3 57.3

10,999 7,522 7,231 4,026 2,249 1,562 1,173 1,316 20.4 20.8 16.2 32.7

16,550 10,944 9,530 5,080 7,771 3,750 10 2,517 47.0 34.3 0.1 49.5

10,998 7,938 7,754 7,852 3,897 1,984 2,195 2,303 35.4 25.0 28.3 29.3

5,078 5,202 5,143 5,234 969 865 1,102 1,758 19.1 16.6 21.4 33.6

292,586 241,118 222,610 170,836 118,576 72,920 73,815 102,095 40.5 30.2 33.2 59.8

1,400 3,000 3,000 3,100 - 100 100 200 - 3.3 3.3 6.5

700 700 700 700 277 140 202 151 39.6 20.1 28.9 21.5

294,686 244,818 226,310 174,636 118,853 73,160 74,117 102,446 40.3 29.9 32.8 58.7
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(2) (4,163,000) (1) (2,146,010) (1) (2,144,340) (1) (2,142,340)

313       426,405,249      302       404,135,610      297       392,513,907      280       390,598,010      

2,265    208,874,740      2,231    203,568,109      2,218    201,322,544      2,250    202,979,677      

24,390   243,601,349      24,485   232,681,332      24,444   220,970,637      24,331   210,260,117      

20,486   16,444,825        20,731   16,042,664        20,719   15,575,383        20,358   14,827,915        

233       116,246 118       49,782 54         21,133 14         6,448 

2,139    16,194,157        2,167    15,725,871        2,212    14,601,973        2,236    13,915,712        

276       39,333,752        273       40,939,560        269       39,059,671        266       39,567,556        

2,172    31,465,236        2,213    30,265,560        2,152    29,672,299        2,140    28,581,273        

18         168,780 15         112,514 15         101,870 14         93,244 

7,671    80,098,852        6,931    72,702,962        6,298    65,779,283        5,822    60,588,848        

640       3,998,417          595       3,517,652          550       3,074,016          510       2,665,524          

(2) (4,163,000) (1) (2,146,010) (1) (2,144,340) (1) (2,142,340)

60,603   1,066,701,601    60,061   1,019,741,616    59,228   982,692,716      58,221   964,084,324      
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受  託  業  務  実  績  の  推  移 

 
 

１．独立行政法人福祉医療機構受託業務（貸付実績の推移及び貸付残高）             （単位：百万円） 
 

区 分 

 
資 金 

令 和 4年 度 令 和 5年 度 令 和 6年 度 令 和 7年 度 令 和 7年度末貸付残高 

件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 

 福 祉 施 設 等 － － － － － － － － 0 0 

 年金住宅・転貸 － － － － － － － － 0 0 

 年金住宅・併貸 －  － － － －  － － － 666 1,211 

計 －  － － － －  － － － 666 1,211 

 
（注1）貸付業務は平成17年度で終了している。 

（注2）四捨五入のため各々の和と合計は必ずしも一致しない。 
 

 
 

２．独立行政法人勤労者退職金共済機構受託業務（貸付実績の推移及び貸付残高）       （単位：百万円） 
 

区 分 

 
資 金 

令 和 4年 度 令 和 5年 度 令 和 6年 度 令 和 7年 度 令 和 7年度末貸付残高 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 

 労 働 者 住 宅 － － － － － － － － － － 

 財 形 住 宅 1 2 － － － － － － 53 204 

計 1 2 － － － － － － 53 204 

 
（注1）貸付実績は貸付契約ベースである。 

（注2）四捨五入のため各々の和と合計は必ずしも一致しない。 
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26 99

18 1

7

 8  6 10
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当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

121,978 100 － 122,078

21,556 － － 21,556

12,815 60 － 12,875

156,349 160 － 156,509

当期首残高 当期借入額 当期償還額 当期末残高

655,122 118,000 92,067 681,055

0                    － 0 0

0                    － 0 0

3,078                  352 762 2,668

658,200 118,352 92,829 683,723

当期首残高 当期発行高 当期償還高 当期末残高

115,000 10,000 20,000 105,000

3,150 447 388 3,209

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

22,129 23,240 22,129 23,240

182 186 182 186

2,196 130 213 2,113

　以下は、米穀資金・新事業創出促進特別勘定に係る分を摘記したものである。

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

6 7 6 7

2 2 2 2

19 1 2 19

　（出資根拠規定：沖縄振興開発金融公庫法第４条及び同法附則第４条第２項）

２．主な資産及び負債の明細

引  当  金  の  種  類

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

   　　 食  料  安  定  供  給  借  入  金

一 般 会 計

国   の   会   計   区   分

一 般 会 計

承 継

財 政 投 融 資 特 別 会 計 投 資 勘 定

計

（注）貸倒引当金の当期減少額は、洗替えによる取崩し額である。

 (1)  長期借入金の明細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 (2)  公庫が発行する債券の明細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 (3)  引当金の明細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

債  券  の  名  称

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 債 券

沖縄振興開発金融公庫住宅宅地債券

借    入    先

財 政 融 資 資 金

独立行政法人勤労者退職金共済機構

計

退 職 給 付 引 当 金

Ⅲ  附  属  明  細  書

１．出資者及び出資額の明細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              （単位：百万円）

　当公庫の附属明細書は、「沖縄振興開発金融公庫の財務諸表等の閲覧期間並びに附属明細書及び

業務報告書の記載事項に関する省令」（平成９年大蔵省令第５２号）により作成している。

　なお、数値は、単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは合致しないものがある。

（注）貸倒引当金の当期減少額は、洗替えによる取崩し額である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

引  当  金  の  種  類

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
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1,581 一 般 会 計 一 般 会 計 よ り 受 入

3 エネルギー対策特別会計 エ ネ ル ギ ー 対 策 特 別 会 計 よ り 受 入

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 補 給 金

電源地域振興特別融資促進事業費補助金

（1） 国庫補助金等の明細

金　額 国の会計区分 損益計算書上の科目名補助金等の名称

（単位：百万円）

△0

0

0

３．主な費用及び収益の明細

当期末残高

2,970

0

0

0

0

未 払 費 用

0

0

0

0

未 収 貸 付 金 利 息

未 払 社 会 保 険 料

現 金 預 け 金

未 収 収 益

△9

△0

科　　　　目 当期首残高

2,979

（単位：百万円）

191 181 △9

17 16 △1

1,070 1,491 421

837 1,268 431

－          0 0

－          0 0

(4)  その他の主な資産及び負債の明細

科　　　　目
当 期 首
残  　 高

当 期 末
残  　 高

当 期 増
△ 減 額

当 期 末
残　   高

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

506 604

－          －          －            

－          －          －            

－          －          －            

0 0

1 1

寄 託 金

科　　　　目

15,789

5

40,155

4

預 け 金

日 本 銀 行 預 託 金

銀 行 等 預 け 金

受 取 手 形

売 掛 金

現 金

24,366

△1

未 収 収 益

未 収 貸 付 金 利 息

未 払 費 用

未 払 借 入 金 利 息

－          －          －            

－          

当 期 増
△ 減 額

未 収 金2 2

15,794 40,159

0

24,365

当 期 首
残　   高

4 －          △4

4 －          △4

未 収 消 費 税

当期増△減額

98

505 603 98

未 収 受 託 手 数 料

未 収 有 価 証 券 利 息

未 払 金

未 払 消 費 税

△0

△0

1

以下は、米穀資金・新事業創出促進特別勘定に係る分を摘記したものである。

（単位：百万円）

25 25

未 払 債 券 利 息

未 払 業 務 委 託 費

未 払 社 会 保 険 料

－          －            

－          －          －            
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896 13 11,436 4,128 147 7,308

847 1 1,123 －          －              

敷 金

（単位：百万円）

1,123

55

0               －             62 －          －              62

34 11 228 173

固定資産仮払金

当　   期
増 加 額

当　   期
減 少 額

当期末残高
（取得価額）

減 価 償 却

累計額 当期償却額

11

2,734

22

計

3,313

6,457

238

206

62

277

10,553

差引当期末
残　　　   高

土 地

建 物

構 築 物

機 械 器 具 備 品

－             －             3,313 －          －              3,313

15 0 6,472 3,738 135

　　　該当なし

４．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

資 産 の 種 類
当期首残高
（取得価額）

－             －             238 217 1

186

130

（単位：百万円）

(3)  関連公益法人等の基本財産に対する出えん、寄付等の明細

83

1,777

1,198

442

137

職 員 諸 手 当

超 過 勤 務 手 当

退 職 給 付 費 用

賞 与 引 当 金 繰 入

職 員 基 本 給

役 員 給

職 員 給

計 2,177

(2)  役員及び職員の給与費の明細等

区　　　　分 金　　　　額
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(1)

( )

740  370 370 740 370 370

120 120 120 120 120 120

( ) 30 30 30 30 30 30

2  100 100 2 100 100

10.6  530 530 10.6 530 530

20.5 205 205 20.5 205 205

6  300 300 6 300 300

4  200 200 4 200 200

1.6 80 80 1.6 80 80

3.8 190 190 3.8 190 190

1.2 60 60 1.2 60 60

300 50 50 300 50 50

OLtV Opportunity Fund
500  200 178 200 189 500 400 367

2

1,200 60 60 1,200 60 60

200 10 10 200 10 10

240 12 12 240 12 12

500 25 25 500 25 25

300 15 15 300 15 15

400 20 20 400 20 20

ARA 3,000 30 30 3,000 30 30

800 40 40 800 40 40

600 30 30 600 30 30

3,000 30 30 3,000 30 30

500 50 50 500 50 50

3,800 190 190 3,800 190 190

8,000 80 80 8,000 80 80

Payke 1,920 310 310 1,920 310 310

4,000 120 120 4,000 120 120

400 20 20 400 20 20
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600 30 30 600 30 30

700 56 56 700 56 56

16,000 40 40 1,700 4 4 14,300 36 36

200 10 10 200 10 10

160 40 40 160 40 40

500 50 50 500 50 50

Endemic Garden H 60 1 1 60 1 1

URAKATA 12,500 8 8 12,500 8 8

10
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